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1．目的 

2017年の自殺総合対策大綱の改正において、「若者は、

自発的には相談や支援につながりにくい傾向がある一方

で、インターネットや SNS 上で自殺をほのめかしたり、

自殺の手段等を検索したりする傾向もある」ことや「ICT

（情報通信技術）も活用した若者へのアウトリーチ策を

強化」といった文言が明記された。ソーシャルネットワ

ーキングサービス（SNS）上で希死念慮を訴える若年層

が、被害者となった殺人事件も記憶に新しい。このよう

な社会情勢の中で、オンラインの相談体制を整える動き

は活発化し、ICT を用いた自殺予防対策の実施が急務と

なっている。 

ICT を用いた自殺予防の 1 つに、インターネット・ゲ

ートキーパーがある 1-3）。この活動は、検索キーワードに

関連する広告を検索結果画面に表示する「検索連動型広

告」を利用し、「死にたい」「自殺方法」などの自殺関連

用語の検索結果に相談先の広告を表示させ、ユーザーに

アウトリーチするものである。2013年に特定非営利活動

法人 OVA（以下、NPO 法人 OVA）が始めた後、日本全

国で検索連動型広告を利用した相談機関の広告が見られ

るようになった。 

 

要旨 近年、若年層の自殺を防ぐためにオンラインの相談体制を整える動きが活発化し、ICT を用いた自殺予防対策の実施は

急務となっている。本研究では、ICT を用いた自殺対策の 1 つとしてインターネット・ゲートキーパーを取り挙げ、2 つの研究

を実施した。 

【研究 1】自殺関連用語を利用した検索連動型広告の自殺誘発性を評価し、広告を出稿するためのガイドライン案を作成する

ことを目的とした研究を実施した。「死にたい」「自殺 方法」など 13 の自殺関連用語を用いて全国から検索連動型広告を収集

し、52 種類の広告の内容を質的・量的に評価した。その結果、自殺関連用語を検索用語として使用し、危険がないと評価され

た検索連動型広告は半数以下であった。自動的に検索結果が組み込まれる広告、人の死後に関わる事業の広告、自殺のリスク

がある人が来ることを想定していないと思われる事業の広告、相談機関の対象者と広告が表示される都道府県が一致していな

い広告、そうせざるを得ない事柄について「～しないで」と呼びかけている広告は、閲覧者に悪影響を与えると考えられた。

抽出された広告の特徴を基に、相談・支援機関のための自殺関連用語を使った検索連動型広告ガイドライン案を作成した。 

【研究 2】今年度、NPO 法人 OVA が実施したインターネット・ゲートキーパーの相談事例を分析し、オンライン相談の成否に

関連する要因を検討することを目的とした研究を行った。2017 年度に行った相談のうち、184 名を対象として分析を行った。

相談が継続したのは 85 名であり、相談を継続させるためには初回の返信を 12 時間以内に行った方がよい可能性が示された。

また、（A）相談者のポジティブな感情の変化が確認できたこと、（B）相談者が家族や医療機関などに相談できたことを、それ

ぞれ相談の成功と定義したとき、今回の相談継続者 85 名における相談の成功率は 32.9%であった。相談が成功したのは、電話

面接や対面相談を実施した相談者に多かった。オンライン相談では、相談者がより現実的な手段で支援者とつながることがで

きるように、信頼して話ができる関係性を築き、周囲への援助希求行動を動機づけていく関わりが重要であると考えられる。

この点でオンライン相談は、自殺関連相談の入口としての機能を持たせることが有効であろう。 

さらに、以上の 2 つの研究結果に従って、ICT を用いた新たな自殺対策の方向性について提言を行った。 
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検索連動型広告の普及にしたがって検討すべき課題も

生じている。第 1 の課題は、検索連動型広告という一種

のメディアが自発誘発性を持つ可能性である。これまで

自殺報道について検討されているメディアには、新聞記

事 4-5）、テレビ番組 6）、インターネット 7）がある。これら

の先行研究から、自殺報道は注目を集めやすい内容に偏

りやすいこと、自殺の手段の詳細な情報は模倣など自殺

誘発の危険性があること、援助資源などの適切な情報も

併せて報道しているメディアは乏しいこと等が明らかに

なっている。末木 8）は、メディアの持つ自殺への影響を

検討した研究をレビューし、今後、新しいメディアの自

殺誘発効果を検討する必要性に言及している。新しいメ

ディアである検索連動型広告についても、その文言や表

示の仕方によっては、自殺誘発の危険がある可能性があ

るが、検索連動型広告によるアウトリーチはここ数年で

始まったことであり、広告に関する研究はこれまでに行

われていない。そこで、本研究では、自殺関連用語を利

用した検索連動型広告の自殺誘発性を評価し、広告出稿

のガイドライン案を作成することを第1の目的とした（研

究1）。 

第 2 の課題は、検索連動型広告によって自殺リスクの

高いユーザーにアウトリーチした後、どのように相談を

進めて自殺を防いでいくのかというオンライン相談の方

法論である。末木・伊藤 9）は、相談者の気分がポジティ

ブに変化した場合、あるいは相談者がこれまで相談して

いなかった人に対して新規に援助希求行動を起こした場

合を、相談の成功と定義している。そして、現段階でイ

ンターネット・ゲートキーパー活動の成功率は不十分で

あり、相談者側が具体的な自殺の計画を有していると相

談成功に至りづらいことが示唆されている。さらに、支

援者側の要因として、相談者のメールの内容を具体的に

取り上げ相談者の良い点に焦点化しながら自己理解を促

す返信が、失敗事例には少なかったことが示唆されてい

る。今後、オンライン相談が拡大し、一般化していくこ

とを想定すると、これまでと同様に相談の成否につなが

る要因に関して知見を積み重ねる必要がある。以上より、

今年度、NPO 法人 OVA が実施した相談事例を分析し、

オンライン相談の成否に関連する要因を検討することを

第2の目的とした（研究2）。 

 

2．研究1 

（1）研究方法 

1）自殺関連用語を利用した検索連動型広告の収集 検索

連動型広告を収集するために、検索するための自殺関連

用語を決定した。まず、NPO法人OVAが2017年にメー

ルアカウントAで実施した相談活動におけるアンケート

の中で、相談にたどり着いた際に検索したと回答があっ

た用語35件を抽出した。また、末木 10）と同様の方法で、

Google Insight for Searchで検索場所を「日本」に設定し、

検索連動型広告が出始めた時期から調査時点まで

「2013/4/1～2017/9/30」に時期を限定し、「自殺」で検索

した場合の関連用語 25 件分、加えて末木 10）がリスト化

している自殺関連用語49件を集めた。重複している用語、

検索の意図が予防や報道に関連すると推測される「自殺 

ニュース」「自殺 防止」といった用語、固有名詞である

「完全自殺マニュアル」などを除外し、合計66件の自殺

関連用語を抽出した。次に、NPO 法人 OVA に属する精

神保健福祉士または臨床心理士の資格を持つ 4 名で用語

を分類し、各分類の中でも代表的なものを選定した。 

次に、Googleエンジンを用いて、2017年10月30日か

ら2017年11月20日の間に広告収集を行った。表示され

る広告は検索する地点によって異なるため、47都道府県

の各県庁所在地の緯度経度を設定して用語の検索を行い、

検索結果の 3 ページ目までに表示された検索連動型広告

を収集した。収集した広告について、広告が表示された

都道府県および検索用語、広告内容などの情報をまとめ

た。 

2）検索連動型広告の危険性の評価とガイドライン案の作

成 収集した広告の自殺誘発の危険性について、著者五

名で質的に検討した。特に、「自殺予防メディア関係者の

ための手引き」11）には該当しないにも関わらず、危険性

が高いと考えられる広告に着目し、広告の特徴を分析し

た。結果に従って、自殺関連用語を用いた検索連動型広

告のガイドライン案を作成した。 

（2）結果 

1）検索に使用した自殺関連用語と収集された広告 検索

用語は7種類に分類され、13用語が選定された。検索に

使用した13用語について、各用語で広告が表示された回

数を表 1 に示した。次に、広告を出稿している組織の種

類を表 2 に示した。複数の団体が複数種類の広告を出し
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ていたため、広告元の組織は収集された広告に比して少

なく、37組織であった。細かな違いは同種の広告とみな

した場合、収集できた広告は全52種となった。広告内容

の分類を表3に示した。 

 

表1 検索に使用した用語と各用語での広告表示回数 
分類 検索用語 表示回数 

自殺 自殺 152 
自殺方法 自殺 方法 128 
自殺方法（具体） 首吊り 1 
自傷 自傷 77 
自傷（具体） リストカット 83 
希死念慮 死にたい 218 
自殺念慮 自殺したい 142 
自殺名所 自殺 名所 36 
自殺募集 自殺 募集 146 
自殺募集（具体） 自殺 サイト 180 
自殺準備 自殺 準備 97 
自殺準備（具体） 自殺 遺書 49 
ウェルテル効果 自殺 芸能人 0 

表2 広告元の組織種類 
組織分類 数 

医療機関 10 
行政機関 3 
NPO法人・認定NPO法人 7 
公益社団法人 1 
心理相談機関 2 
一般企業 4 
司法関係事務所・法人 3 
その他 2 
検索エンジン 5 
合計 37 

表3 広告内容の分類（全52種） 
内容の分類 具体的な対象や内容 数 

自社に相談を促す 

自殺を考える人や死にたい人 5 
自傷やリストカットに悩む人 2 
リストカット跡を治療したい人 4 
うつ病や心の病気に悩む人 4 
ひきこもりの人 1 
性被害にあった人 1 
悩んでいる人、身近な人が心配な人 5 

自社のサービス 利

用を促す 

社会復帰支援 6 
リストカットの傷跡に使用する物品 2 
宗教サークル 1 
遺言書作成 3 
特殊清掃・遺品整理 1 
相談先紹介のパンフレットやサイト 3 
検索エンジン・通販サイト 6 
整体 1 
出会いの場 1 

求人 
自殺対策に携わる職員の募集 5 
カウンセラーの募集 1 

2）各広告の危険性評価 52種類の広告について、「自殺

予防メディア関係者のための手引き」11）に該当すると思

われるものが 5 種類存在した。危険性がないとは言えな

いと判断された広告はその他22種類存在し、今回収集し

た広告の 51.9%が、自殺誘発の可能性を持つ内容である

と評価された。 

これら 27 種類の広告の危険性を質的に検討した結果、

自動的に検索結果が広告に組み込まれるシステムを導入

している検索エンジン・通販サイト等の広告は、例えば

「死にたい」と検索した場合に、「死にたい人募集」など

不適切な文章になって表示されてしまうことから、危険

度が最も高いと判断された。また、遺言書作成や特殊清

掃など人の死後に関わる事業の広告は、場合によっては

自殺の計画を促進する可能性があると考えられた。自殺

のリスクがある人が来ることを想定していないと思われ

る事業や、その相談機関の対象者と広告が表示される都

道府県が不一致のものは、閲覧者にとっては不必要な情

報であると同時に、場合によっては「相談を受け入れて

もらえなかった」という思いを抱かせるものとなり得る

ため、危険度が高いと思われた。また、自傷行為やひと

りで悩んでいることなどそうせざるを得ない事柄につい

て「～しないで」と呼びかけることは、たとえ寄り添い

の意味であっても、閲覧者には否定的な意味ととられる

可能性があることが推測された。 

一方、残りの25種類は危険度が低いと評価された。一

般的に自社に相談を促す内容、あるいは自殺関連用語を

検索する人に需要のあるサービスを提供する内容の広告

であった。これらの広告には、温かいメッセージ、具体

的な支援内容や受付内容、相談をすることのメリット、

相談機関までのアクセスなどが記載されていた。 

これらの内容を文章化し、ガイドライン案を作成した。

作成したガイドラインの簡易版を図１に示した（ガイド

ライン案全体は添付資料1を参照）。 
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図1 作成した検索連動型広告のガイドライン案 簡易版 

 

（3）考察 

研究 1 では、自殺関連用語を利用した検索連動型広告

の自殺誘発性を評価し、広告出稿のガイドライン案を作

成することを目的とした。選定した自殺関連用語を用い

て広告を収集し、52種類の広告の内容を検討した結果、

自殺関連用語を使用して、危険がないと評価された検索

連動型広告は半数以下であった。抽出された広告の特徴

を基に、相談・支援機関のための自殺関連用語を使った

検索連動型広告ガイドライン案を作成した。 

今回のガイドラインは一部の広告をもとにしたもので

あり、広告内容は時間とともに変化する。そのため、今

後はより多くの広告を対象に、分析内容の充実を図るこ

とが望まれる。また、ガイドライン案に従って適切・不

適切な広告の例を作成し、広告の閲覧効果を実験的に検

証することを通じて、ガイドライン案を実用に近づけて

いくことが必要である。 

 

3．研究2 

（1）研究方法 

1）相談事例の対象者 NPO 法人 OVA の相談事業では、

相談を促す検索連動型広告を地域や期間を限定して表示

させ、サイトページを閲覧してメールを送信した相談者

に対し、返信をしてメール相談を開始する。本研究では、

関東圏の住民を対象にしたインターネット・ゲートキー

パー活動の事業で、2017 年6 月2 日から2018 年 1 月11

日までの間に相談アカウントAに初回のメールが来た98

名および、2018年2月17日から3月15日までの間に相

談アカウントBに初回メールが来た90名を対象とした。 

また、初回から 3 回程度のメールの中で、相談者のア

セスメントと相談事業の改善のためにアンケートへの回

答を求めた。Typeform と呼ばれるアンケート作成ツール

を用いて回答フォームを作成し、集計データは自動的に

Google Driveに格納されるシステムを使用した。回答を求

める際は、回答ページのURLをメールに貼り付け、相談

者にアクセスしてもらった。本研究では、相談者72名（男

性28名、女性42名、その他2名）から回答が得られた。 

2）相談事例の分析内容 初回メールの受信時間帯（0-6

時、6-12時、12-18時、18-24時）、初回メールの返信に要

した時間（以下、返信所要時間：6 時間未満、6-12 時間

未満、12-18 時間未満、18-30 時間未満、30 時間以上）、

初回メール以降の返信有無、電話面接の実施有無、対面

相談の実施有無を数値化した。また、アンケートからは、

年代、性別、抑うつ・不安感尺度（K6）12）の得点、自殺

念慮尺度 13）の得点、相談しやすい手段（メール・チャッ

ト・電話・対面のうち複数回答可）の変数を取り上げて、

統計的分析を実施した。 

相談活動の成功は、（A）相談者のポジティブな感情の

変化が確認できたこと（以下、感情の変化）、（B）相談者

が家族や医療機関などに相談できたこと（以下、援助希

求行動）とそれぞれ定義し、精神保健福祉士、臨床心理

士の複数名でメールの内容を質的に検討して成否を判断

した。分析にはSPSS Statistics ver.25.0を用いた。 

3）倫理面への配慮 相談を促すサイトページにおいて、

相談者への留意事項として、緊急時を除いて原則的に秘

密を守ること、匿名で相談できること、相談に対する料

金は発生しないことなどを説明した。また、相談内容は

個人を特定されない形で研究に使用し、公表されること

があることも併せて文章で明記し、メールが送られてき

たことでこれらに同意を得たものとした。また、アンケ

ートの回答は原則的に依頼するものではあるが、強制で

はなかった。研究へのデータ利用についても改めて尋ね、

同意を得られた回答者のデータのみを使用した。 

（2）結果 

1）相談対象者の記述統計 アンケートにおいて研究への

データ利用に同意を得られなかった 4 名を除く 184 名に

ついて、詳細な分析を行った。184名の初回以降の経過に

ついて、初回の返信がエラーになってしまった者が16名、

相談継続とならなかった者は83名、初回以降返信があっ

た（相談が継続した）者は85名であった。相談が継続し

自殺関連用語を使った検索連動型広告ガイドライン 

 当事者、家族、支援者など、誰を対象にしている広告なのかを明確にする。 

 シンプルで、共感的なあたたかみのあるメッセージで呼び掛ける。 

 支援・サービス内容を具体的に伝える。 

 相談・支援機関までのアクセスあるいは電話やメールといった相談方法を提示する。 

 支援機関、利用人数などの支援・サービスに関する客観的な情報を提示する。 

 「完全に解決する」といった安易な問題解決をうたわない。 

 自殺の実態や、精神疾患・自傷行為にまつわる事実を見出しに使わない。 

 「～しないで」という否定のメッセージをそれだけで独立して使わない。 

 誤解を招く表現は、インパクト重視で使用しない。 

 医療法や景品表示法等の法律にしたがう。 

相談・支援機関のための 
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なかった者の内訳は、初回のメール以外メールがなかっ

た者が63名、相談者が相談の対象外であったことで終了

した者が11名、アンケートの回答あるいはアンケートに

回答した旨の返信があるもののその後返信がなかった者

が9名であった。 

アンケートの回答が得られたのは、相談が継続した者

では63名であり、返信はなかったが回答を得られた9名

を併せると合計72名で、回答者の年代は、10代が11名、

20代が30名、30代が15名、40代が12名、50代が4名

であった。以上の対象者のフローチャートを図 2 に示し

た。 

相談が継続した85名の中で、電話面接を実施した者は

15名、対面相談を実施した者は4名であった。また、相

談成否について、（A）感情の変化を確認した者が19名、

（B）援助希求行動を確認した者が 18 名であり、そのう

ち両方に該当した者は 9 名であった。従って、いずれか

を満たした者は合計28名であり、成功率は32.9%であっ

た。 

2）初回のメールと相談の継続との関連 返信がエラーに

なった 16 名と対象外だった 11 名を除いた 157 名につい

て、相談が継続したか否かと、初回メール時間帯および

返信所要時間との関連を χ2検定で検討した。その結果、

初回メールの時間帯は、相談の継続と有意な関連は認め

られなかった。返信所要時間との関連は有意傾向

（χ2(4)=8.39, p=0.078)であり、12 時間～18 時間未満に初

回のメールを返信した相談者は、その後返信がなかった

者が多かった。クロス集計表及び調整済み残差を表 4 に

示した。 

 

 
図 2 対象者の相談経過・アンケート回答のフローチャート 

 

表 4 返信所要時間と初回以降の相談の継続との関連（n=157） 

初回返信所要時間 

相談の継続 6時間未満 6-12時間未満 12-18時間未満 18-30時間未満 30時間以上 

返信なし 
（n=72） 

26 17 18 6 5 
40.0% 40.5% 66.7% 37.5% 71.4% 
(-1.2) (-0.8) (2.4) (-0.7) (1.4) 

継続 
（n=85） 

39 25 9 10 2 
60.0% 59.5% 33.3% 62.5% 28.6% 
(1.2) (0.8) (-2.4) (0.7) (-1.4) 

各セルの（  ）内は調整済み残差。 
χ2(4)=8.39, p<.10 

 

 

初回メール N=188 除外 アンケートで研究に同意しないと回答した n=4 

返信エラー n=16 

相談継続せず n=83 

相談継続 n=85 

対象外 n=11 

初回メールのみ n=63 

アンケート回答 
同意あり n=63 

アンケート回答、回答の旨 
以外の返信がない n=9 

アンケート回答 
なし n=22 

ア
ン
ケ
ー
ト
分
析

対
象 
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3）電話面接・対面相談の実施と相談成否との関連 電話

面接および対面相談の実施が、相談の成否と関連したの

かどうかをフィッシャーの正確確率検定で検討した。そ

の結果、（A）感情の変化、（B）援助希求行動ともに、電

話面接を実施していない者より、実施した者に多くみら

れた（p=0.035; p=0.000）。対面相談についても同様に実施

した者に多く（A）感情の変化、（B）援助希求行動がみ

られた（p=0.033; p=0.029）。それぞれのクロス集計表及び

調整済み残差を表 5、表6に示した。 

 

表5 電話面接の実施と相談成否との関連（n=85） 
電話面接 

相談成否 実施せず 実施した 

感情の変化あり 
（n=19） 

12 
17.1% 
(-2.5) 

7 
46.7% 
(2.5) 

感情の変化なし 
（n=66） 

58 
82.9% 
(2.5) 

8 
53.3% 
(-2.5) 

p=.035 

援助希求行動あり 
（n=18） 

9 
12.9% 
(-4.1) 

9 
60.0% 
(4.1) 

援助希求行動なし 
（n=67） 

61 
87.1% 
(4.1) 

6 
40.0% 
(-4.1) 

p=.000 
 

表6 対面相談の実施と相談成否との関連（n=85） 
対面相談 

相談成否 実施せず 実施した 

感情の変化あり 
（n=19） 

16 
19.8% 
(-2.6) 

3 
75.0% 
(2.6) 

感情の変化なし 
（n=66） 

65 
80.2% 
(2.6) 

1 
25.0% 
(-2.6) 

p=.033 
援助希求行動あり 

（n=18） 

15 
18.5% 
(-2.7) 

3 
75.0% 
(2.7) 

援助希求行動なし 
（n=67） 

66 
81.5% 
(2.7) 

1 
25.0% 
(-2.7) 

p=.029 
 

4）相談しやすい手段と相談成否との関連 アンケート回

答者（n=72）の中で、相談しやすい手段にメールを挙げ

た者は 59 名、チャットは 38 名、電話は 19 名、対面は

22名であった。今回、電話面接を実施してアンケートに

も回答した13名のうち、電話を相談しやすい手段に挙げ

ていた者は 6 名であった。対面相談を実施した 4 名は、

全員が対面相談を相談しやすい手段に挙げていた。相談

しやすい手段は、χ2 検定で相談成否との関連は認められ

なかった。 

5）相談成否に関連する要因 アンケート回答者 72 名に

おいて、2 種類の相談の成否をそれぞれ従属変数とし、

独立変数にはダミー変数として性別、年代、電話面接の

実施、対面相談の実施、相談しやすい手段 4種類、また、

K6 と自殺念慮の尺度得点を投入して、ロジスティック回

帰分析（変数増加法）を行った。その結果、（A）感情の

変化について、女性（OR=6.46, 95%CI=1.22-34.19, p=.028）、

電話面接の実施（OR=6.02, 95%CI=1.40-25.90, p=.016）、対

面相談の実施（OR=19.44, 95%CI=1.27-296.89, p=.033）が

有意であった。また、（B）援助希求行動については、電

話面接の実施（OR=8.89, 95%CI=2.37-33.40, p=.001）が有

意であった。 

（3）考察・結論 

研究 2 では、オンライン相談活動の成否と関連する要

因を検討することを目的として、NPO 法人 OVA のイン

ターネット・ゲートキーパーの相談事例を用いて分析を

行った。 

初回メールへの返信所要時間とその後の返信経過との

関連を検討した結果、初回のメールが来てから 12～18時

間未満の所要時間で返信した相談者からは返信が少なか

った。12時間未満に返信した相談者の場合は 6割程度返

信があったことから、初回の返信は12時間以内に行った

方がよいと考えられる。ただし返信時間が早くとも、約

4 割の相談者は継続されないことを考えると、今後はそ

の他の継続に関わる要因を検討していく必要がある。 

また、相談の成否と関わる要因を検討したところ、電

話面接や対面相談の実施が、相談者の感情の変化や援助

希求行動と関連することが明らかとなった。電話面接や

対面相談は、オンライン相談よりも現実の人間関係に近

い相談手段であり、支援者との信頼関係を築くことが重

要となる。支援者とメールを介して信頼関係を結ぶこと

のできる相談者は、感情の変化が起きやすいことが推測

される。また、オンライン相談は相談者の援助希求行動

を強化し、支援者との電話面接や対面相談、そして家族

や専門家への相談と、次の援助希求行動に寄与すること
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が示唆される。従って、オンライン相談においては、相

談者と支援者が信頼して話ができる関係性を築くことや、

相談者の援助希求行動を動機づけていく関わりが重要で

あると考えられる。すなわち、オンライン相談は自殺関

連の相談の入口、まさにゲートキーパーとして機能する

ことが期待される。 

また、女性であることは感情の変化と関連していた。

これは、男性よりも女性の方がメールの中で感情を表現

しやすい可能性や、女性と男性で相談内容が異なるとい

った可能性が考えられるため、今後より詳細な検討が必

要である。 

本研究の限界として、第 1 に相談が継続した者の中で

のアンケート回答率が低いことが挙げられる。相談者は、

知的な限界、年齢の低さ、混乱した精神状態などを理由

にアンケートに答えられないことがある。そのため、本

研究で用いたアンケートのデータは、今回相談が継続し

た者の特徴を完全に反映したものではないことに留意し

なければならない。相談者の中にはアンケートに回答で

きない者が一定程度含まれることを想定に入れ、より多

くの相談者を対象に分析を行う方法を開発する必要があ

る。第 2 に、本研究では、支援者側の返信メールの内容

に関しては検討できなかった。返信メールは、対象者の

属性や相談内容によって細かい文言や方向性は異なるが、

基本的な考え方はゲートキーパー活動として一貫してい

るため、実質的な返信内容の違いを見出すことが難しく、

成功率の違いを統計的に比較検討するといった分析が困

難である。そのため今後は、メールの送受信回数や時間

帯、文字数といった形式的な特徴や、主な相談内容など

客観的に読み取れる事実と相談成否との関連などを検討

するとともに、成功した事例と成功しなかった事例につ

いて事例検討を行い、具体的な方法論を質的に明らかに

していくことが必要である。 

 

4．政策提案・提言 

 本研究の成果として、第 1 に、自殺関連用語を使用し

た検索連動型広告のガイドライン案を作成した（ガイド

ライン案は資料1として添付）。このガイドライン案は今

回の研究結果に基づくものであるため、医療法や景品表

示法といった法律や、その他広告出稿に関わる留意事項

については網羅しきれていない。また、今回参考にした

広告は一部であるため、現在はより多様な広告が普及し

ていることが推測される。従って、本ガイドライン案を

もとにして、実用化できるガイドラインが作成されるこ

とが望ましい。 

 第 2 に、インターネット・ゲートキーパーの相談事例

について分析を行い、オンライン相談は、より現実的な

支援につなぐための入口として機能し得ることが明らか

となった。従って、従来の相談手段をそのままオンライ

ンに移行するのではなく、オンライン相談としての目的

を果たすために、独自の方法論や枠組みが確立されるべ

きである。そのためには、今後、より多くのオンライン

相談事業について科学的な方法で効果を検証し、エビデ

ンスベースドなマニュアルを作成することが望ましい。 

 

付記 本調査研究は、平成 29年度革新的自殺研究推進プ

ログラム（自殺総合対策推進センター委託研究事業）に

おいて実施された。開示すべきCOI状態はない。 

 

 

受付 2018.5.25 

受理 2018.8.31 
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【資料 1】自殺関連用語の検索連動広告のガイドライン案 

 
 

  

自殺関連用語を使った検索連動型広告ガイドライン 

 当事者、家族、支援者など、誰を対象にしている広告なのかを明確にする。 

 シンプルで、共感的なあたたかみのあるメッセージで呼び掛ける。 

 支援・サービス内容を具体的に伝える。 

 相談・支援機関までのアクセスあるいは電話やメールといった相談方法を提示する 

 支援機関、利用人数などの支援・サービスに関する客観的な情報を提示する。 

 「完全に解決する」といった安易な問題解決をうたわない。 

 自殺の実態や、精神疾患・自傷行為にまつわる事実を見出しに使わない。 

 「～しないで」という否定のメッセージをそれだけで独立して使わない。 

 誤解を招く表現は、インパクト重視で使用しない。 

 医療法や景品表示法等の法律にしたがう。 

相談・支援機関のための 

NPO法人 OVA 制作 2018 
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１．自殺関連用語で検索連動型広告を出稿する前に 

ここで言う自殺関連用語とは、「自殺」「自殺方法」「死にたい」「自傷」「リストカット」などの言葉である。これ
らの自殺関連用語は、自殺のリスクがある人がインターネットで検索することが知られている。また自殺で家族を亡
くした自死遺族も、「自殺 遺書」など、自殺関連用語を検索する可能性がある人物として想定される。検索連動型
広告のターゲティングに該当していなくても、誰もが目にする可能性を考え、また広告を目にした人に与える影響を
考え、広告を作成する必要がある。また、医療法や景品表示法等の法律に従う必要がある。 

 

２．自殺関連用語で検索連動広告を出す事業について 

 自殺を考える人、自傷行為をしている人、精神障害に悩む人、犯罪被害者、ひきこもりで社会とのつながりが絶
たれている人など、自殺のリスクがあり、何らかの支援 ・サービスが必要な当事者を対象にした、相談支援機関 ・
医療機関・企業が、広告主として想定される。 

 以下の広告主が自殺関連用語で広告を出すことは、見る人に悪影響を及ぼしかねない （最悪の場合は自殺を促進
する可能性がある）。 

1) 自動的に検索結果が広告に組み込まれるシステムを導入しているサイト 
（例：検索エンジン、通販サイト） 

2) 人の死後に関わる業務を行っている事業 
（例：遺言書作成を担う弁護士事務所、特殊清掃会社） 

3) 自殺のリスクがある人をそもそもターゲットに想定していない事業 
（例：相談員の求人広告、健康度の高い人を対象にしているカウンセリング機関） 
 

３．望ましい広告の出し方 

 当事者向け、支援者向け、家族向け等の広告をひとくくりで一つの広告にすることなく、ターゲティングをしっ
かりと行う。 

 支援 ・サービスを受けられる対象者の所在地 （例 ：Ａ市在住 ・在勤など）や機関の所在地と、広告が表示される
都道府県をなるべく一致させる。全国を対象にしている場合は、より多くの人が見ることから、より細心の配慮
が必要である。 

 以下の項目は、広告内容の信頼性や、閲覧者が援助を求める敷居を下げることにつながるため、内容に含むこと
が推奨される（全てを満たす必要はない）。 
 シンプルで、共感的なあたたかみのあるメッセージ 

（例：「つらかったですね」「お話しませんか」「あたたかく迎えます」） 
 具体的な支援・サービス内容 

（例：障害年金の受給支援、就労支援、リストカット痕の治療、家族のための相談） 
 支援・サービスに関する客観的な情報 

（例：支援・サービスの目標達成率、平均支援期間、利用人数、アクセスなど） 
 提供している相談方法 

（例：電話相談可、24 時間メール受付） 
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４．望ましくない広告の出し方 

1) 当事者、家族、支援者など、誰を対象にしている広告なのかわからない。 
理由：自殺リスクがある人が広告を見た場合、内容によっては、自殺が起きることを促進する可能性がある。

また、広告が何を伝えたいのかわからず、不用意に自殺関連の用語が目に入る形になりうる。 
対策：ターゲティングを行い、広告の目的を一つに絞る。 
 

2) 「完全に解決する」といった安易な問題解決をうたっている。 
理由 ：自殺リスクのある人が抱えている問題は複雑であり、簡単に解決できるものではない。効果の誇大表示

に該当すると考えられる。 
対策：「完全」「絶対」「99%」などの言葉は使わない。 
 

3) 自殺の実態 （例 ：年間自殺者３万人）や、精神疾患 ・自傷行為にまつわる事実 （例 ：うつは脳の病気である）を
見出しに使っている。 

理由 ：一般的な事実は、たとえば 「年間自殺者 3 万人」に対して 「日本で自殺は社会問題となっていて自殺対
策が急務である」という文脈や、「うつは脳の病気である」に対しては 「薬物療法が必要」など、文脈や
背景とともに慎重に伝えられるべきものである。これらの事実を見出しに使うことは、「自殺は解決策で
ある」というメッセージになり得る可能性や、「うつの自分はおかしい」といった不安をあおる可能性が
ある。 

対策：見出しに使用しない。 
 

4) 「～しないで」という否定のメッセージのみを使っている （例 ：死なないで、傷つけない で、責めないで、抱
え込まないで）。 

理由：ひとりで悩むこと、自傷行為、依存症など、そうせざるを得ないためにそうなっている事柄について、
「～しないで」と言う文言は、否定のメッセージとして伝わりやすく、見る人の自責感や孤独感を強め
る恐れがある。 

対策： 「～しないで」に加えて、代替方法を提案する（例：ひとりで悩まないで、相談してください）。 
 

5) 誤解を招く表現を、インパクト重視で使っている。（例：ニートなど偏見を持たれている言葉、性的なことを意
識させる言葉） 

理由：人によって捉え方が異なり、悪い印象を抱く人もいる。 
対策：別の言葉に置き換えられるのであれば、言葉を置き換える。 

 
 




